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京都議定書が及ぼす日本のエネルギー政策と需給への影響*
木 船 久 雄
は じ め に
1998年前を境に,地球温暖イb寸策が国際的な
議論と実行の段階に入ってきた。それは, 日本
のエネルギー政策や長期的な将来のエネルギー
市場にも大きな影響を及ぼしている。とりわけ,
1997年12月に京都で行われたCOP 30で採
択された議定書の影響は甚大である。なぜなら,
同議定書は2010年前後における締約各国の温
室効果ガス削減量に明確な数値目標を与えてい
るからである。
本稿では,この京都議定書を踏まえて, 日本
のエネルギー政策および長期的なエネルギー需
給や経済活動への影響を検討する。なお本論の
構成は,まず京都議定書の内容を確認したのち,
日標値に対する評価を加え, 日標実現のための
政策オプションを検討する。
1.京都議定書の目標 と評価
1.1. GHGの排出削減目標
1997年12月,京都においてCOP 3が開催
された。この会議は,地球温暖化防止のための
歴史的な会議として位置づけられる。なぜなら,
2008年～2012年を目標年として,法的拘束力
を伴った形で, 日本などの先進諸国およびロシ
アなどの市場経済移行国の合計 36ヶ国に対す
る温室効果ガスの排出削減量を設定しているか
らである。
同年の 12月11日に採択された京都議定書
の骨子は,次の通りである。①先進国を中心と
したANNEX I諸国は,2008～2012年の温室
効果ガス6種類 (二酸化炭素,メタン,亜酸化
窒素,HFC,PFC,SF 6)の総排出量を全体で
1990年に比べて5.2%を削減すること,②主な
国別削減目標はEUが8%,米国7%,日本
6%となったこと,③先進国間の排出権取引を
可能とすること,④森林などを二酸化炭素の吸
収源として排出量を加減する「ネット方式」を
採用すること,⑤先進国と途上国とが協力する
クリー ン開発メカニズム(2)を導入すること,な
どである。
主要国に関する削減目標については,会議直
前までさまざまな思惑から右往左往した。EU
は1990年比マイナス15%を主張し, 日本は同
比マイナス2.5%,米国は横ばいを主張してい
た。しかし最終的には,EUは現実的な路線に譲
歩し,米国は排出権取引を念頭において大幅な
改善目標を了解した。そして, 日本は内外に誇
れないような目標値の設定となった0。 各国の
削減目標値は,図1に示される。
1.2.二酸化炭素排出量変化の実績と要因
この数値目標は,地球温暖化防止のための大
きな第一歩であることには間違いない。そして,
過去 10年前後の温室効果ガス排出実績から見
れば,かなり意欲的な目標でもある。しかし同
時に,その実現性は先進国を中心に危ぶまれる。
例えば,1985年以降 1995年までのエネル
ギー消費を起源としたC02排出量は,世界全体
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では13%も増大している。とりわけ日本は
26%も増えているし,米国は12%,'ωll先進国
でも3%拡大した。唯一の例外は,市場経済へ
移行して混乱状態にある旧ソ連が,マイナス
30%を記録している点である。
C02排出量は,マクロ的に捉えれば,①燃料
転換進捗率,②省エネルギ 進ー捗率,③経済成
長率,④人口増加率という, 4変数で規定され
る叱 1985～1995年の間に,旧ソ連のC02排出
量がマイナス成長を見たのは,③経済成長率が
マイナス成長を辿っていたからである。また,
米国や日本の燃料転換や省エネの進捗率をみれ
は 過去 10年の実績は,1970年代の高エネル
ギー価格時代のそれに比べて,明らかに鈍化し
ている(図2参照)。 この背景には,1980年代半
ばからの国際石油市場の安値安定,国内的には
規制緩和に伴ったエネルギー供給コストの引き
下げも要因としてあげられよう。いずれにして
も,議定書で掲げられた目標を実現するために
は,相応の政策が実施され,同時に官民一体と
．
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図1 地球温暖化防止京都会議 (COP3)で採択された国別目標
(資料)COP3
(注1)削減目標の基準年を全ての国が1990年としているわけではなく、1日共産圏などでは1987～88を基準とす
る国もある。しかもそれら基準年の排出量は、過去最大値になっている。
図2 エネルギー消費を起源としたC02排出量の変化要因
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(資料)日本エネルギー経済研究所 。エネルギー計量分析センター『エネルギー経済統計要覧』より作成
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なった努力が必要となることだけは間違いな
い。
2。 日本のC02排出削減目標
2.1.温室効果ガス削減目標値
京都議定書で交わされた日本の温室効果ガス
削減目標は,2008年～2012年の平均で,1990
年比マイナス6%である。これを実現するため
に政府が描いている個々の温室効果ガスについ
ての削減目標は次の通りである。① HFCsや
PFCsに関しては+2.0%増大するものの,②
C02,メタン,N20については-2.5%,③土地
の有効利用や森林による吸収源の増大によっ
て-3.7%,加えて④国際協力(共同実施,排出
権の利用)によって-1.8%を目指すというも
のである。
さらに,② C02,メタン,N20という3つの
温室効果ガスについて,1990年比-2.5%を実
現するためには,メタンで-19%,N20で~
18%,C02については1990年比おおむね横這
いを想定している(表1参照)。 これらの実現の
ためには,メタンは廃棄物の再処理やリサイク
ルの推進,N20についてはN20処理技術の導
入および動物糞尿の再処理などがあげられてい
る。そして,C02排出量を横這いにするために
は,エネルギー消費に起因するC02量を1990
年比で横這い,エネルギー消費に起因しない
C02排出量は+9%を見込んでいる。
温室効果ガスの大宗を占めるのがC02であ
り,そのほぼ全量が化石燃料の消費を起源とす
る。それゆえ,C02排出量を抑制するためには,
エネルギー政策が重要な役割を担うことにな
る。上述の目標実現に向けて,政府は1998年6
月に「長期エネルギー需給見通し」を改訂し
た(5)。
2.2.新しい長期エネルギー需給見通し
改訂版「長期エネルギー需給見通し」の特徴
は以下である。第一に,エネルギーの需要面に
おいて大幅な省エネルギーを見込んでいるこ
と,第二に,供給面では原子力および味斤エネル
表1 3つの温室効果ガス削減目標
(出所)環境庁・通産省『2010年における我が国の温室効果ガスの排出抑制について』1997年10月
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1990
実績
2010
標準ケース 対策ケース
'10-'90  '10/'90
削減量  % 備   考
メタン
千 トン
~CH41.5751,487      1,273215    -19
廃棄物の焼却処理率の向
上, リサイクリング,自
動車からの排出物抑制
N20 千 トンNー20105.3130.9 86 44.9    -18
工業プロセスにおける排
出抑制装置,家畜の糞尿
処理の改善
二酸化炭素
エネルギー
起源
非 エ ネ ル
ギー起源
百万
トン Cー
百万
トン Cー
287
16
347 287
22 21
-60 0
1   +9
省エネルギー,原子力発
電,新エネルギーによる
抑制
工業プロセス・廃棄物か
ら発生
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ギーなど非化石エネルギーの大幅導入を予定し
ていること,第二には,化石エネルギーの構成
では,二酸化炭素排出量が相対的に小さな天然
ガスを主力に据えていること,などである。こ
うした枠組みによって,2010年度におけるエネ
ルギー起源の二酸化炭素排出量を1990年レベ
ルに安定化させることを狙っている。
具体的なエネルギー需給に関する数値目標
は,次のようになる。前提となる2010年度まで
の経済成長は,年率2%程度である。見通しで
は「基準ケース」と「対策ケース」が示され,
2010年度の最終エネルギー消費は「基準ケー
ス」では4.56億キロリットル,「対策ケース」
のそれは4.00億キロリットルである。つまり,
省エネルギー対策を強化することによって,
2010年度断面では5,600万キロリットルのエ
ネルギー消費の削減が期待されている。この結
果,1996～2010年度の「対策ケース」における
最終エネルギー消費の年平均増加率は,0.1%
であり,1996年度以降ほとんど増加しない。ち
なみに,「基準ケース」のそれは,年率1.1%で
ある (図3参照)。
また,2010年度の一次エネルギー総供給は
「基準ケース」が6.93億キロリットル,「対策
ケース」のそれは6.16億キロリットルである。
後者のエネルギー源別内訳をみると,石油が
47.2%,原子力17.4%,石炭14.9%,天然ガス
13%,新エネルギー3.1%である。1996年の構成
は,石油55.2%,原子力12.3%,石炭16.4%,
天然ガス11.4%,新エネルギー1.1%であるか
ら,石油・石炭の減少を原子力・天然ガス。新
エネルギーの増大で賄うといった構造になる。
とりわけ,石油は,発電用需要の抑制や運輸部
門の燃費改善などによって,1996年度実績比で
供給量は12%減の約2.91億キロリットルとし
ている。
2.3.実現が危ぶまれる目標達成
上i上のような長期見通しが政府から提案され
ているものの,この実現は需要 。供給の両面と
もにかなり厳しい。その理由をここでは,三点
オ罰商しておこう。
その第一は,近年のエネルギー価格の趨勢で
ある。内外のエネルギー市場は,規制緩和と技
図3 長期エネルギー需給見通 じとC02排出量
百万トンーC,百万キロリットル
省エネルギー量56百万KL
最終エネルギー消費
349
....._..・‐・
‐347a)~~
c02ツト出
1980 85 1990 95 2000
a)経済成長率2.0%(2001-2010),「基準ケース」b)原子力7050万kW,新工不ルギー19百万KL,「対策ケース」
(資料)総合エネルギー調査会・需給部会中間報告,1998年6月
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術革新により在来型エネルギーの供給コストが
低減される方向にある。これは,需要サイドに
は省エネルギー行動の誘因を減じさせ,一方供
給側に対しては,I経済的に割高な新エネルギー
の導入を阻止する要因となる。第二は,原子力
に関するパブリック・アクセプタンス (社会受
容性)の問題である。既に,原子力発電所の新
設サイトを見つけることは,住民の反対から極
めて困難な状況にある。さらに第二の理由とし
て,新エネルギー導入に関するインフラの未整
備があげられる。期待される新エネルギーを用
いた発電形式 (太陽 。風力など)や石油以外を
燃料とする新エネ自動車は,いずれも未だに経
済性が無い上に,その導入を恒常的に支援する
制度的なインフラができていない。具体的には,
新エネ発電による電力買い取り制度,新エネ自
動車の燃料補給ステーションなどである。
現在のそして先々10年程度の将来を展望 し
たとき,来る10年の間に2度の石油危機を経
験 した1970年代のようなエネルギー高価格時
代の到来を想定するのは難しい。そうした中で,
C02排出量の削減のために,大幅な省エネル
ギーと原子力や新エネルギーを導入しようとす
るのであるから,そこにはドラスティックな構
造変化を織 り込まざるをえなぃ(6)。
問題は, どうやって国内エネルギー市場にそ
の構造変化をビル トインして行くかである。結
論から言えば,これは容易でないし,現在政府
が検討していること以上の追加的な政策を必要
とすることになる。そこで, どのようなエネル
ギー政策が提案され,実施されようとしている
のかを検討してみよう。
3.目標達成のための政策オプション
3.1.需要側の対策
需要対策は,何より省エネルギーの推進であ
る。省エネルギー推進のためには,エネルギー
消費機器が持つ効率の改善,機器の稼働時間の
短縮,保有される機器の台数そのものを減少さ
せる, といった対策が考えられる。これらは,
いずれもエネルギー価格の上昇や違反者への罰
則規定といった手段によって,その誘導が図ら
れることになる。
政府は,1998年5月の国会で現行の省エネル
ギー法を改正し,産業・民生 。運輸それぞれの
分野での省エネルギー促進を強化することを決
めている。産業分野に関しては,政府が関与で
きるエネルギー管理指定工場の範囲を拡大し,
省エネ勧告に違反する工場に対する罰則規定を
も強化した。また,民生 。運輸分野では,特定
エネルギー消費機器の省エネ基準を強化すると
同時に,対象品目も9から12に拡大した(7)。
この他にも,省エネルギー型ライフスタイル
ヘの誘導などが政策的に必要とされ,その具体
的な手段としてサマータイム制度の採用が鳴た討
されている。 しかし上のような方策は,これま
での政策手段とあまり大差はなく,これによっ
て5,600万キロリットルの省エネルギーが実
現できるかは保証の限りではない。これに加え
て,さらに目標実現のための追加的な施策とし
て,ここでは2点ほど提案しておこう。
その第一は,議論は多いものの,「炭素税」あ
るいは「環境税」の導入である。それは,エネ
ルギー価格への波及を通じて,省エネルギー 。
インセンティブになりえるし,同時に環境対策
用の貝か原にも資する。また,炭素税・環境税と
いう言葉が,1環境に配慮するというライフスタ
イルを実現するための,日常的なデモンス ト
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レーション効果をも持ちえるであろう。第二に
は,エネルギー消費機器の効率向上の手段とし
て「ラベリング制度」の採用である。欧米主要
国において,ラベリング制度は既に実施されっ
効果も大きいとされる手段である。とりわけ民
生用において省エネルギーを図ろうとすれば,
消費者の機器選択動機に働きかける手段が不可
欠である。
3.2.供給側の対策
供給サイドの対策としては,①燃料転換,②
供給技術のエネルギー効率向上,③ C02固定
イLなどがある。
政府は,経済性が未だに十分でない新エネル
ギーの導入を促進させるために,1997年11月
に新エネルギー法を成立させた。そこでは,国
民は新エネルギーの導入に努力する義務がある
と唱い,経|,剤生が十分でないことを理由に導入
が進んでいない新エネルギーに対して補助金を
付加することを決めている。しかし,導入が期
待される新エネルギーの大半が発電分野である
ことを考慮すれば,発電した電力の購入制度を
体系化することが肝要であろう。規制緩和に
よって,市場で電力価格が決まることを前提と
すれば,外部不経済の内部化を図った上で,電
源を競争させる制度が必要である。
政府は化石燃料の有望な代替電源として原子
力をとりあげ,2010年度には7,050万kWの
設備導入を想定している。この目標が非現実的
であることは,エネルギー関連分野に携わる人
間でなくても常識である。また,石炭火力の代
わりに,割高なLNG火力の増強も進める計画
である。現在のシステムでは,石炭火力はLNG
火力に比べて明らかに経済的に優位である。前
述のように外部不経済を内部化するといった制
度化を行わない限り,こうした燃料転換の方策
は自律的には進まないとみるべきであろう。さ
もなければ,一方で規制緩和を進めながら,他
方で従来の電気事業者のみに,無理難題を押し
付けるといった矛盾が生じてしまう。
また,輸送用燃料に関しては,CNG車や電気
自動車などが期待されている。しかし,これら
新技術の導入に関する問題としては,単に経済
性だけでなく,社会的なインフラの未整備がそ
のポトルネックになる可能性が大きい。つまり,
給油スタンドなどの問題である。新エネルギー
自動車が社会的に普及するためには,消費者が
不便を感じないような環境整備を行わなくては
ならない。そのためには,インフラ整備に向け
た支援策も不可欠である。
C02の固定化に関しては,未だ,技術開発途
上にあり,近未来に経済的に利用可能な技術で
はない。
3.3.国際協力としての事業
こうして見てくると, 日本政府が現在提案し
ているような政策だけでは,京都議定書の目標
を達成することは,極めて困難であると言わざ
るを得ない。そこで注目されるのが,海外市場
の活用一いわゆる柔軟性措置,経済的手段一で
ある。それは,中国や発展途上国および移行期
経済の国との①共同実施 (Joint lmplementa―
tion)や②クリー ン開発メカニズム,③枠組み条
約のANNEX I諸国間で行われる「温暖化防
止のための共同実施 (AIJ: Activities lm―
plemented Jointl,, さらには④オ非出オ在耳又引市
場の活用,などである。
例えば,短期的には日本で省エネルギー対策
を行うよりは,海外諸国から提供される排出権
を買う方が明らかに安い。政府の「長期エネル
ギー需給見通し」によれば,「基準ケース」の
2010年のC02排出量は,「対策ケース」のそれ
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京都議定書が及ぼす日本のエネルギー政策と需給への影響
に1ヒベて, 6,000万トン CーIまど大きい。
そこで,C02削減が容易な国から,この6,000
万トン Cーの排出権を購入するとしよう。1トン
あたりの価格が100ドルであれば,必要資金は
60億ドル (7,800億円,130円/ドル換算)であ
り,一人あたりにすれば,48ドル (7,000円)
である。経団連で策定した温暖化防止のための
自主行動計画によれば,鉄鋼業界だけで対策費
は3兆円とされている。それと上麟交すれば,明
らかに安価な対策オプションということができ
よう。
もちろん,排出権の価格は将来的に上昇して
行くであろうし,先進国としての道義的な責任
もある。国内対策を何もする必要がないといっ
ているのではない。国内対策だけではなく,横
軸 (国際間)にも縦軸 (時間)にも目を向けた
様々な政策をプションを検討してゆく必要があ
る。
お わ り に
京都議定書に盛られた温室効果ガス削減目標
の実現は重要なことであるもの, 日本にとって
は容易でない。日標達成を目指すためには,既
に公表されている政府の提案以上の政策が国内
対策としては必要であり,同時に政策オプショ
ンとして海外諸国との共同実施や排出権取引市
場の利用も検討すべきである。また,将来の人
口が減少することを考えれば,時間軸をさらに
拡大してオプションを検討してゆくことも必要
となろう。
圧
* 本稿は,第二回日中経済学術交流会議(1998年10
月,名古屋市立大学)での報告を基にしている。
(1)気候変動枠組み条約(UNFCCO第三回締約国会
議,一般には地球温暖化防止京都会議と呼ばれる。
(2)Clean Development ?lechanisin
(3)議長国である日本の優柔不断な態度が酷評された
だけでなく,日標値の設定もEU,米国に追随しただ
けで,対外的には評価をうける代物でない。また,
国内においても,マイナス2.5%の目標が産業界か
らギリギリの線とされていただけに,実現可能か否
かという側面から疑間視されている。
(4)C02排出量=(C02/エネルギー)。 (エネルギー/
GDP)。(GDP/人口)。人口で示される。
(5)通産省・総合エネルギー調査会・需給部会『長期
エネルギー需給見通し (中間報告)』 1998年6月
(6)確かに政府は,1997年に新エネルギーの導入促進
を目的とした「新エネルギー法」,1998年には「省エ
ネルギー法」の改正を行って,日標達成のための政
策的後押しの努力を行っている。
(7)省エネ基準 (判断値)として, トップランナー方
式を用いることも決まっている。
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